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（第 ９ 号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（歳入歳出予算の補正）２ （繰越明許費）
69,906歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 「第１表 歳入歳出それぞれ歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 に 、 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ予 算 補 正 」 に よ る 。第１条

12,380,091

愛 荘 町 長 有 村 国 知

千 円 と す る 。 千 円 を 追 加 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出
地方自治法第２ １ ３条第 １項の規定によ り翌年度に繰り越して使用するこ とができる経費は、 「第 ２表 繰越明許費 」に よ る 。第２条

令 和 ６ 年 度 愛 荘 町 一 般 会 計 補 正 予 算令 和 ６ 年 度 愛 荘 町 一 般 会 計 補 正 予 算 （ 第 ９ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

令 和 ７ 年 １ 月 １ ５ 日
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  歳　入 （単位 ： 千円）

款 項

14. 国庫支出金 1,754,083  69,906  1,823,989  

 2. 国庫補助金 768,303  69,906  838,209  

12,310,185  69,906  12,380,091  

第 １ 表　　 歳 入 歳 出 予 算 補 正

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額

歳 入 合 計
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  歳　出 （単位 ： 千円）

款 項

 3. 民生費 3,681,932  69,906  3,751,838  

 1. 社会福祉費 2,186,019  69,906  2,255,925  

12,310,185  69,906  12,380,091  

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額

歳 出 合 計
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（単位：千円）款 項 事 業 名 金 額　第　　２　　表　　　　繰　越　明　許　費住民税非課税世帯給付金給付事業 60,9063 民 生 費 1 社 会 福 祉 費 低所得世帯こども加算給付金給付事業 9,000
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１．総　　括

（歳　入） （単位 ： 千円）

款

14. 国庫支出金 1,754,083 69,906 1,823,989 

12,310,185 69,906 12,380,091 

歳　入　歳　出　予　算　補　正　事　項　別　明　細　書

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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（歳　出） （単位 ： 千円）

款

 3. 民生費 3,681,932 69,906 3,751,838 69,906 0 0 0 

12,310,185 69,906 12,380,091 69,906 0 0 0 歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２．歳　入

(款) 14.国庫支出金 (項)  2.国庫補助金 （単位 ： 千円）

節       

目

 1. 総務費国庫補助金 610,437 69,906 680,343 25. 地方創生臨時交付 69,906 地方創生臨時交付金（物価高騰対策） 69,906 

金

計 768,303 69,906 838,209

補正前の額 補 正 額 計

区 分 金 額

説 明

愛荘町一般会計
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３．歳出

（款） 3.民生費 （項） 1.社会福祉費 (単位：千円)

節       

目

 1. 社会福祉総 473,873 69,906 543,779 69,906  1. 報酬 643 非常勤職員報酬（パートタイム 643 

務費 会計年度・物価高騰対策）

10. 需用費 226 消耗品費（物価高騰対策） 50 

印刷製本費（物価高騰対策） 176 

11. 役務費 1,112 通信運搬費（物価高騰対策） 856 

手数料（物価高騰対策） 256 

12. 委託料 1,650 給付金システム開発委託料（物 1,650 

価高騰対策）

13. 使用料及び 275 電子申請システム使用料（物価 275 

賃借料 高騰対策）

18. 負担金補助 66,000 住民税非課税世帯給付金（物価 57,000 

及び交付金 高騰対策）

こども加算給付金（物価高騰対 9,000 

策）

計 2,186,019 69,906 2,255,925 69,906

補正前の

額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源

一 般 財 源 区 分 金 額

説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

愛荘町一般会計
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２　一般職 一般会計（１）　総括 備　考区　分 報　酬 給　料 職員手当 計（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）補正後 187 (214) 360,488 618,522 486,934 1,465,944 351,793 1,817,737補正前 187 (213) 359,845 618,522 486,934 1,465,301 351,793 1,817,094比　較 0 (1) 643 0 0 643 0 643職員手当の 管理職手当 扶養手当 地域手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当内訳 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）34,777 12,213 925 10,998 47,249 202,604 166,26334,777 12,213 925 10,998 47,249 202,604 166,2630 0 0 0 0 0 0宿日直手当 住居手当 管理職員特別 合　　計（千円） （千円） 勤務手当（千円） （千円）823 7,929 3,153 486,934823 7,929 3,153 486,9340 0 0 0備考　1　2　 

給  与  費  明  細  書

この表は、報酬または給料をもって支弁される一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。（）内は、短時間勤務職員について外書きすること。

合　計共済費給　　与　　費職員数（人）
補正後補正前比　較補正後補正前比　較
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　　　　ア　会計年度任用職員以外の職員 備　考区　分 報　酬 給　料 職員手当 計（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）補正後 173 (0) 0 591,786 358,794 950,580 278,012 1,228,592補正前 173 (0) 0 591,786 358,794 950,580 278,012 1,228,592比　較 0 (0) 0 0 0 0 0 0職員手当の 管理職手当 扶養手当 地域手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当内訳 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）34,777 12,213 925 10,337 47,249 133,181 108,20734,777 12,213 925 10,337 47,249 133,181 108,2070 0 0 0 0 0 0宿日直手当 住居手当 管理職員特別 合　　計（千円） （千円） 勤務手当（千円） （千円）823 7,929 3,153 358,794823 7,929 3,153 358,7940 0 0 0備考　1　2　　　　　イ　会計年度任用職員 備　考区　分 報　酬 給　料 職員手当 計（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）補正後 14 (214) 360,488 26,736 128,140 515,364 73,781 589,145補正前 14 (213) 359,845 26,736 128,140 514,721 73,781 588,502比　較 0 (1) 643 0 0 643 0 643職員手当の 管理職手当 扶養手当 地域手当 通勤手当 時間外勤務手当 期末手当 勤勉手当内訳 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）0 0 0 661 0 69,423 58,0560 0 0 661 0 69,423 58,0560 0 0 0 0 0 0宿日直手当 住居手当 管理職員特別 合　　計（千円） （千円） 勤務手当（千円） （千円）0 0 0 128,1400 0 0 128,1400 0 0 0備考　1　2　 
比　較補正後

給　　与　　費 共済費 合　計職員数（人）
補正後

（）内は、短時間勤務職員について外書きすること。（人）
補正後

この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。 給　　与　　費 共済費 合　計
比　較
補正前比　較

補正前
職員数
補正後補正前

補正前比　較（）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きすること。この表は、報酬または給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。
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